様式第１（第５条関係）
　　年　　月 　　日
　一般財団法人山口県国際総合センター理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　         　   住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
　　　年度特定テーマ事業化支援助成金（海外販路開拓支援助成金）交付申請書
　上記助成金の交付について、特定テーマ事業化支援助成金（海外販路開拓支援助成金）交付要綱（以下「交付要綱」という。）第５条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額
　　　　助成事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円　　　
　　　　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円　　　
２　助成事業の内容及び助成事業に要する経費の配分
　　（別紙　助成事業計画書のとおり）
３　助成事業完了予定日　　　　　　年　　月　　日
（別紙）
助成事業計画書
１　事業内容
　○実施計画名
　　※具体的内容がわかる計画名を記載
○計画に参加する企業等
　　※産学公の参画機関名を記載
　○具体的事業内容
　　(1) 事業内容
※実施事業ごとに、実施方法や進捗計画等を具体的に記載すること。
※県による経営革新計画の承認を受けている場合には、関係書類を添付するとともに、参照するべき部分を明示することによって、記載の一部または全部を省略できる。
　　(2) 必要性
　　　　※波及効果等を記載すること
※平成３１年度までの事業拡大計画、雇用創出計画を具体的に記載すること。
※県による経営革新計画の承認を受けている場合には、関係書類を添付するとともに、参照するべき部分を明示することによって、記載の一部または全部を省略できる。
　　(3) 補助金、助成金の交付を受けた実績
     　　※過去５年間の国・地方公共団体・その他機関を含めた交付実績を記載すること
　　(4) 事業の実施日程（開始予定日及び完了予定日）
　　　　交付決定の日　～　　　　　年　　月　　日
　　(5) その他特記事項
２　経費区分　　　
  海外販路開拓支援助成金
（単位：千円）
	経費区分
	助成事業に
要する経費
	負担区分
	備　考

	
	
	自己負担額
	助成金申請額
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	


３　助成金該当要件に係る申告事項（□に✓入れて確認すること。）
	特定テーマ事業化支援助成金交付申請書の提出日の前日から起算して６か月前の日から交付申請書の提出日までの間に事業主都合による解雇等（退職勧奨を含む。）を行ったことの有無
	（□有　□無）

	交付申請書の提出日から起算して過去３年間において緊急人材育成・就職支援基金事業に係る助成金等及び雇用保険二事業の助成金等について不正受給を行ったことの有無
	（□有　□無）

	前年度より前の年度における労働保険料の滞納の有無
	（□有　□無）

	交付申請日の前日から起算して１年前の日から交付申請書の提出日までの間に労働関係法令の違反を行ったことの有無
	（□有　□無）

	県税の滞納の有無
	（□有　□無）

	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及び接客業務受託営業を行っている事業主への該当の有無
	（□有　□無）

	暴力団関係事業主への該当の有無
	（□有　□無）


　※上から順に、交付要綱別表１（２）～（８）の各項目に対応
